
荒川区東尾久七丁目地域ダイオキシン類土壌汚染対策事業に係る費用負担計画（案） 

 

１ 公害防止事業の種類 

  公害防止事業費事業者負担法（昭和４５年法律第１３３号。以下「法」という。）第２条第２

項第３号に規定するダイオキシン類により土壌が汚染されている土地について実施される対策

であり、ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）第３１条第２項第１号

ロに規定する事業のうち、ダイオキシン類の摂取経路を遮断するもの 

 

２ 費用を負担させる事業者を定める基準 

  ダイオキシン類対策特別措置法第２９条第１項の規定に基づきダイオキシン類土壌汚染対策

地域（以下、「対策地域」という。）に指定された荒川区東尾久七丁目の区域に土地を所有し、

対策地域を含む区域で、大正から昭和期にかけて、黒鉛電極を用いた食塩電解工程（以下、「食

塩電解」という。）及び食塩電解において発生する塩素を用いた化学製品の製造工程を有する工

場の操業に伴いダイオキシン類を排出し、土壌の汚染を引き起こした事業者 

 

３ 公害防止事業費の額 

  １１８，０００ 千円 

 

４ 負担総額及びその算定基礎 

 (1)  負担総額 

   ８５，８４５ 千円 

 

(2) 算定基礎 

   負担総額＝公害防止事業費の額×（ア）法第４条第１項の事業者寄与率（97.0％）× 

（イ）法第７条第 3 号の負担割合（３/４） 

   

   (ア) 事業者寄与率は、異性体組成情報解析の手法による算定 97.0％とする。 

 

  (イ) ダイオキシン類による土壌の汚染が行われた期間が、平成１２年１月１５日に施行され

たダイオキシン類対策特別措置法による法規制以前の行為であるため、法第４条第２項の

規定に基づく減額を行う。減ずる額は、公害防止事業費の額の４分の１とする。 

 

５ 公害防止事業の実施に必要な事項 

  物価の変動その他やむを得ない事由により、公害防止事業費の額に変更を生じたときは、変

更後の公害防止事業費の額を基礎として算定した額を負担総額とする。 

 

６ その他 

  本費用負担計画に定める負担の「算定基礎」は、本費用負担計画に記載する公害防止事業に

限り適用するものとする。 

資料４ 


